
 

○ 合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策交付金交付等要綱（平成 28 年１月 20 日付け 27 林整計第 232 号農林水産事務

次官依命通知）の一部改正新旧対照表 

                                                   （下線部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

（状況報告） 

第13 （略）  

（状況報告） 

第13 （略）  

 ２  前項の規定にかかわらず、交付事業者が交付金事業について、

公共事業等の事業に係る契約及び支出の状況の報告について

（昭和 42 年５月１日付け蔵計第 946 号大蔵大臣通知）に係る報

告を林野庁に行っている場合は、前項の規定による報告を省略

することができる。 

 （新設） 

 

 

 

３  第１項による報告のほか、大臣等は、事業の円滑な執行を図

るため必要があると認めるときは、交付事業者に対して当該交

付金事業の遂行状況について報告を求めることができる。 

 

２  前項による報告のほか、大臣等は、事業の円滑な執行を図る

ため必要があると認めるときは、補助事業者に対して当該交付

金事業の遂行状況について報告を求めることができる。 

 

 



 

 
 

別表（第３、第４及び第 11 関係） 

区分 事業内容 
交付対

象経費 

事業実施主

体等 
交付率 

重要な変更 

経費

の配

分の

変更 

事業

内容

の変

更 

合板・製

材・集成

材国際競

争 力 強

化・花粉

削減総合

対策交付

金事業 

（交付金

事業） 

    （略） 

Ⅰ 国際

競争力

・木材

供給基

盤強化

対策等

交付金

事業 

（ 合 板 製

材事業） 

     

 １ （略） １ 

（略） 

１ （略） １ 

（略） 

 

 

 

別表（第３、第４及び第 11 関係） 

区分 事業内容 
交付対

象経費 

事業実施主

体等 
交付率 

重要な変更 

経費

の配

分の

変更 

事業

内容

の変

更 

合板・製

材・集成

材国際競

争 力 強

化・花粉

削減総合

対策交付

金事業 

（交付金

事業） 

    （略） 

Ⅰ 国際

競争力

・木材

供給基

盤強化

対策等

交付金

事業 

（ 合 板 製

材事業） 

     

 １ （略） １ 

（略） 

１ （略） １ 

（略） 

 

 

 



 

 
 

 ２ 国際競

争力・木

材供給基

盤強化対

策 

（１）  

（略） 

 

 

２ 

（略） 

２  

 

 

 

 

（１）  

（略） 

 

２ 

（略） 

 

 

 

 

 （２）原木

の生産

基盤整

備・低

コスト

安定供

給対策 

 ① ～ ③ 

（略

） 

④  先

進 的

な 林

業 機

械 等

の 整

備 

 

 （２） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）  

（略） 

 

 （３）  

 

① 都道府

県、市町

村、森林

  

 ２ 国際競

争力・木

材供給基

盤強化対

策 

（１）  

（略） 

 

 

２  

（略） 

２  

 

 

 

 

（１） 

（略） 

 

２  

（略） 

 

 

 

 

 （２）原木

の生産

基盤整

備・低

コスト

安定供

給対策 

 ① ～ ③ 

（略

） 

④  高

性 能

林 業

機 械

等 の

整備 

 

 

 （２） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

（略） 

 

 （３）  

 

① 都道府

県、市町

村、森林

  



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合、生

産森林組

合、森林

組合連合

会、農業

協 同 組

合、農業

協同組合

連合会、

農事組合

法人、林

業者等の

組織する

団体、地

方公共団

体等が出

資する法

人、地域

材を利用

す る 法

人、おが

粉等生産

者及び特

認 団 体

（工種ご

との事業

実施主体

に該当す

る者（特

認団体を

除く。）の

有する議

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合、生

産森林組

合、森林

組合連合

会、農業

協 同 組

合、農業

協同組合

連合会、

農事組合

法人、林

業者等の

組織する

団体、地

方公共団

体等が出

資する法

人、地域

材を利用

する法人

及び特認

団体（工

種ごとの

事業実施

主体に該

当する者

（特認団

体 を 除

く。）の有

する議決

権の合計

が議決権



 

 
 

決権の合

計が議決

権全体の

過半を占

める団体

又はその

他都道府

県知事か

ら協議の

あった団

体 を い

う。） 

 

② （略） 

 

Ⅱ 花粉

の少な

い森林

への転

換促進

緊急総

合対策

交付金

事業 

（花粉削

減事業） 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 花粉の少

ない森林へ

の転換促進

緊急総合対

策 

１・２ 

 （略） 

１～４ 

 （略） 

１～４ 

 （略） 

 

 

 

 

全体の過

半を占め

る団体又

はその他

都道府県

知事から

協議のあ

った団体

をいう。） 

 

 

 

 

② （略） 

 

Ⅱ 花粉

の少な

い森林

への転

換促進

緊急総

合対策

交付金

事業 

（花粉削

減事業） 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 花粉の少

ない森林へ

の転換促進

緊急総合対

策 

１・２ 

 （略） 

１～４ 

 （略） 

１～４ 

 （略） 

 

 

 

 



 

 
 

 

１・２ 

 （略） 

３ 先進的

な林業機

械等の整

備 

４ （略） 
 

１・２ 

 （略） 

３ 高性能

林業機械

等の整備 

 

４ （略） 

  

附 則 

１ この改正は、令和７年 12 月 16 日から施行する。 

２ この通知の改正前の要綱に基づいて実施している事業については、なお従前の例による。 


